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おわりに

はじめに

欧米諸国においては， 1950年代前半に，朝鮮戦争の影響を受けて高騰してい

た物価は，その後一時的に安定したが， 50年代後半から 60年代にかけて再び

高騰し，さらに加速化するという現象が生じた。物価騰貴は，国際競争力を弱

め，国際収支の悪化，通貨問題を招き，乙れらを解決するためにとられる従来

の金融財政政策による需要管理は，設備投資，生産性向上，経済成長を停滞さ

せ，長期的には経済的基盤が犠牲にされるだけで物価騰貴を抑制することはで

きなかった。

かかる不況下における物価騰貴という新らしい現象は，従来の「デイマンド

・フ。ノレ・インフレ論」では説明できず新らしい理論が必要とされた。こうして

登場した新らしい理論は，生産費に重点をおくコスト・プッシュ・インフレに，
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とくに賃金コスト・プッシュ・インフレに重点をおくものであった。つまり物

価騰貴の原因を説明するものとして，従来の「デイマンド・プル・インフレ論」

に代って，「コスト・プッシュ・インフレ論」が，とりわけ「賃金コスト・プッ

シュ・インフレ論」が採用される乙とになった。この賃金コスト・プッシュ・

インフレは， 1950年代後半欧米諸国における完全雇用状態を実現した労働市場

における労働力需給の逼迫化による，労働組合の賃金交渉力の強化によって生

じるものとされた。

こうして， 1960年前後の欧米諸国では，国家の賃金政策がクローズ・アップ

されるに至った。しかし，物価騰貴の原因として，賃金コスト・プッシュの役

割は強調され規制の対象となったが，寡占価格の役割は無視できる程度のもの

と認識され，非賃金所得の規制に関しては触れられなかった。したがって，か

かる寡占価格や非賃金所得の規制免除に関しては，労働組合ははげしく反援し

た。乙のような事態に対して各国は，後にみるように「賃金・俸給のガイダン

ス」とならんで「その他の所得のガイダンス」の必要を認めるようになった。

乙乙に所得政策 (incomespolicy）登場の重要な契機をみることができる。つ

まり，所得政策は，はじめから「所得政策Jとして存在していたのではなく，

1962～64年頃，以前の「賃金政策」 ( wage policy）から生成発展したもので

ある。

わが国においても，所得政策の考え方は，欧米諸国と同様な考えにたつもの

であった。

1955年以降とくに60年代の高度経済成長期に入ると労働力は不足傾向を示し

はじめ，技術革新による合理化にもかかわらず労働力の不足は激化し，賃金の

急上昇を招くとの展望のもとに， 1967年の「経済社会発展計画」で、は，所得政

策導入に関しての検討が要請されるに至った。

このように， 「完全雇用」状態は， 以前政府・資本の用いた多くの政策を使

えなくし，所得政策導入の基盤を形成するものとなった。

以下所得政策の検討を行なっていくことにする。
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1. 所得政策の概念規定

所得政策という政策概念は，所得政策という概念を使用している固によって，

また時期によってその内容が異なるという客観的事情と，その掲げている目標

と政策実体との聞にずれが生じたりするという事情によって意味がはっきりし

ないままで使用されている。したがって，まず所得政策の概念の検討からはじ

めることにする。

OECD （経済協力開発機構）の経済政策委員会が， 1962年に発表したr物価
安定のための諸政策』によれば，所得政策は次のように定義付けされている。

つまり，それは，所得政策を「当局者は，かれらの経済的諸目標，わけでも物

価安定と矛盾しない各種の所得の成長のガイドとなるべき原理について公衆の

合意を促進する途を求めるべきこと，そうして人々が自発的にこのガイダンス

に従うように誘導するための努力をなすべき乙と」と定義している。この定義

は，国際的にはもっとも標準的な定義といわれているものである。

また， 1967年の「経済社会発展計画」にもとづいて設置された「物価・賃金

・所得・生産性委員会」（通称熊谷委員会〉が発表した報告書では，「所得政策

の主要な目標は，物価安定あるいはもっと正確に言えば，満足な雇用および経

済成長の維持と適度な物価安定の両立を確保しようとするととに害するのであ

って，分配問題に積極的な関与をしようとするものではない」と定義されてい

る。

さらに， 1970年設置の「物価・所得・生産性委員会」（通称隅谷委員会）が

発表した報告書では， 「所得政策は， 実質生産費の伸びを上回る各自分配所得

の伸びを抑制することを意図して，生産要素報酬率すなわち賃金・利潤・利子

・配当・地代などに直接影響を与える政策」と定義されている。

所得政策の定義や解釈は以上の如く一義的ではなく多様である。しかしなが

ら，少なくとも同じ所得政策という名称を用いるからには，そこには何らかの

共通の土台があるものとみなさなければならない。したがって，乙の点を明確

にしておく必要がある。
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日本空産性本部の1973年発表の報告書『福祉極大化と物価安定一所得政策の

新らしい接近一』は，各国，各機関，各論者の論説を検討し，所得政策の「最

大公約数的定義」を行なっている。それによれば，所得政策とは「政策当局が

物価安定を主目的として諸所得の形成課程に政策的に介入することによって，

分配国民所得の成長と実質国民生産の成長とのバランスをはかる政策である」

と定義している。したがって，このような目的で行なわれる政策は，すべて所

得政策と呼ぶことができる。ここで何よりも重要な点は，所得政策が国によっ

てどのようにその内容を異にしていようとも，物価安定と所得上昇は両立しな

いという問題意識である。

2. 所得政策の類型化1)

所得政策も，一般の経済政策と同様に，政策の①目的，②対象，③手段ない

し方法，④主体，によって多様に類型化できるが，乙の四つをどのようにみる

かによって，所得政策とよばれている政策のなかにも多様な型ないし形態があ

り，またその型や形態の違いによって，所得政策の効果も，所得政策の導入の

可否についての評価も全く異なったものとなる。

所得政策の目的，対象，手段ないし方法，主体は，『福祉極大化と物価安定』

(45頁）によると，それぞれの条件によって次のように分類・整理されている。

1一＠ 物価安定

ト⑧ ③および国際収支の安定，完全雇用の維持，
①所得政策の目的！

｜ 経済成長（成長抑制ないし俸滞を避ける）

② 所得政策（規制）
対象

」。 ③⑤および所得分配の公正佑

賃金のみあるいは価格のみ

③およびその他の諸所得（利潤，利子，

地代，自営所得，資本利得等）

③⑧および諸所得を間接的l乙規制する要因一一寸

［一一弱佑
1一企業の独占力の排除

－＠｜－積極的労働市場政策

」分配平等化と勤労者福祉改善
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｜一③強制・立法措置

③所得政策手段ト⑧誘導・説得

」＠ 労使による自主規制

｜一③政府・官庁
④所得政策主体｜

ト＠ 労使等代表の参加した政府の政策機関
（機関） ｜ 

」＠ 労使等の当事者中心の自主的規制機関

- 5ー

（資料は日本生産性本部『福祉極大佑と物価安定』より）

所得政策は，その目的と対象とに関連して次の三つのパターンに大別できる。

第1は，①②がそれぞれ③の場合一狭義の所得政策，第2は，①②がそれぞ

れ⑧の場合一中間的な所得政策，第3は，①②がそれぞれ＠の場合一広義の所

得政策。

また，乙の三つに類型化された所得政策は，政策実施の手段や主体に関連し

て次の三つのパターンに大別できる。

第1は，③④がそれぞれ③の場合一直接規制方式，第2は，③④がそれぞれ

⑧の場合一誘導・説得方式，第3は，③④がそれぞれ＠の場合一話し合い方式。

そして実際には，目的と対象による三つのパターンと手段と主体による三つ

のパターンがそれぞれ組合されるのである。したがって所得政策は歴史的にも

また固によってもそれぞれ異なることになる。そこで，所得政策の特徴を歴史

的，国別に考察する乙とにする。

1950年代の北欧諸国やオランダ， イギリスなど国際収支の赤字に悩む国々

は，商品の国際競争力を強化し，経済のたて直しを行なうために労使の代表者

が， 「話し合い方式」によって， 物価騰貴と国際競争力の弱化の原因となって

いる賃金引上げを自主的に規制するという「ゆるやかな所得政策」を採用した。

しかし，この方式は失敗した。

1960年代に入ると，先進資本主義諸国においては，政策目標の重点として，

輸出を通じての経済成長が意識されるようになった。財政金融政策や為替政策

による従来の総需要抑制では行き詰るという意識が働札国民からも経済成長

が支持されるという情勢にあった。乙のため各国政府は所得政策を積極的に導

入し，物価安定と経済成長の両立を目指すようになった。こうして「話し合い
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方式」による「ゆるやかな所得政策」は「誘導・説得方式」（ガイド・ライン方

式）へと新らしい展開をみた。乙の方式は，賃金の抑制ばかりでなく，利潤，

価格，利子，配当，地代，家賃などの決定に政府が直接介入し，ガイド・ライ

ンを設け，労使にそれを守らせるようにしたものである。この方式も，資本蓄

積のために利潤，価格，利子，配当等の所得を規制対象からはずしてしまった

ため，労働組合の反援を受け全体として失敗に終っている。

上述の「話し合い方式」，「誘導・説得方式」では，物価安定，国際収支の安

定等の政策目的を有効に達成できない時点で，緊急措置として登場してきたの

が「直接規制方式」である。つまり， 1960年代末から70年代にかけての不況下

の物価高との闘いに，財政金融政策や為替政策等の経済政策を補完する政策と

して採用されたものである。との方式によると，賃金，配当，利潤などの諸所

得を，命令，法律，政令などで直接的に規制し，守らない企業や労組には罰金

（課徴金）などの制裁を加えようというものである。しかしこの方式も，配当，

利潤などの所得を規制すると経済成長が停滞するため，賃金の直接的抑制とい

う結果になる。乙の方式では，短期的には「物価と賃金の悪循環」は押えられ

るが，労働組合側からの強い反撃を受け，法律を越える賃上げが続出して所得

政策の基盤が崩壊してしまうことになる。

このように，一口に所得政策といっても，その、目的や対象，手段や主体によ

っていろいろなパターンがあり，所得政策に対する評価もどのような型の政策

を採用するかによって変ってくる。

また所得政策は労使の協力がなくては長期的には有効性を失うと主張されて

いる。それ故後に具体的にみるように，「直接規制方式」は「誘導・説得方式」，

「話し合い方式」へと逆展開せざるをえなくなる。

3. アメリカの所得政策

所得政策の目的は，上述のように物価安定，国際収支の安定，完全雇用の維

持，経済成長，所得分配の公正化といわれている。

しかし，このような多様な目的を掲げているにもかかわらず，各国の所得政
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策を検討するに，物価安定と国際支の安定の二つがとりたてて強調されている

ように思える。そして物価安定と国際収支の安定のためには特に賃金を規制し

なければならないと主張されている。つまり， 「高い賃金は物価騰貴を招き，

したがってインフレを誘発する」と「賃金の引上げは輸出品の価格を上昇させ，

競争力を弱め，国際収支の困難をひきおこす」という論理が主張されている。

そこで，←）において，かかる二つの論理が具体的にはいかに展開されているか

をアメリカを例にとって検討し，。，日で二つの論理を整理することにする。

（ー） 所得政策の経過

1950年朝鮮戦争の開始期の卸売物価は19.7%，消費者物価は5.8%上昇した。

このような事態に対処するため， トノレーマン政権は9月「国防生産法」を制定

し，政・労・使三者構成で賃金統制の方針を決定，賃上げ申請の承認を担当す

る「賃金安定委員会」と「物価安定局」を設置し賃金・物価統制にあたった。

乙の賃金・物価統制は， 51年9月の調整緩和を経て53年2月まで行なわれた。

トノレーマン大統領は， 52,53年の年次経済報告でくり返し生産性上昇の範囲内

に名目賃金上昇を統制せよと訴えた。乙の時すでに後の所得政策の中核をなす

「生産性基準」が提起きれていたととに注目すべきである。

続くアイゼンハワ一政策（53～60年）は， 53,54年と57,58年の恐慌に遭遇

し，失業は増加，国際収支は赤字， ドル危機となり，さらにクリーピング・イ

ンフレーションという新らしい型のインフレの下で，物価安定と国際収支の改

善を目的として，「デイマンド・プJレ・インフレ論」を背景に， 57,58年の年次

経済報告ではくり返し賃金の自主抑制を訴えた。

他方議会では， 57, 58年の恐慌の下で「キーフオーバー委員会」が設置さ

れ，新らしい型のインフレの調査・研究がなされた。

その結果，同委員会は，新らしい型のインフレの原因を，完全雇用の状態下

における労働力需給の逼迫化に基づく労働組合の強力な交渉力による，実質労

働生産性の上昇率を上回る賃上げの獲得と，その結果生じた賃金コスト・アッ

プ分の寡占体制下における管理価格機構を通じて製品価格に転化することに，
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つまりコスト・プッシュ・インフレに求めた。したがってって物価安定の基本

は，マクロ的にもミクロ的にも，実質生産性上昇率を基準に賃金およびそれ以

外の所得の伸び率を決定する所得政策にあるという内容の理論を提示した。し

かし上述の理的論裏付けでは，物価騰貴の原因として管理価格の寄在を指摘し

ているものの，その起動的契機としては，労働組合の賃上げを指摘していると

いう点に注意しなければならない。アイゼンハワ一大統領は， 60年の経済報告

で，物価安定のため賃金増加率を国民経済生産性上昇率の範囲内にとどめるよ

うに要請した。

乙こに物価騰貴に関する理論は， 「デイマンド・フ。ノレ・インフレ論」から「コ

スト・プッシュ・インフレ論」へと質的変化をとげるに至った。

アメリカ経済の53～60年期間の平均成長率は2.1%で，ソ連の6%，西欧の

5%弱と比較すると著しい停滞を示していた。

そこで61年1月に登場したケネディ大統領は，ニュー・エコノミストを登用

し，従来の金融政策中心の景気補整政策に代えて，国家財政金融の拡大によっ

て投資促進をはかった。乙の結果，連続104ヵ月景気上昇と 60～70年の平均成

長率が4.1%へアップというように一定の成果をあげた。しかしこの成長政策

はまさしくインフレ的景気刺激策であり，インフレによる物価騰貴をひきおと

し，一方ではドノレの実質価値の減少を招き，他方では輸出価格の上昇を通じ国

際競争力の低下を招き，資本の利益をそ乙なうおそれがでてきた。そ乙で物価

騰貴はできるだけ抑制せねばならぬとして採用されたのが， 62年1月の法律に

よらないで誘導と説得による「非インフレ的賃金・価格決定のためのガイド・

ポスト政策」＝所得政策であった。

62～66年に賃金指数は生産性指数を下まわり，賃金コスト指数がこの期間だ

け例外的に低下した。他方会社利潤は61～66年に税引利潤83%増，現金配当

51%増，留保利潤116%増というように激増した。当初ガイド・ポスト政策に

対して，その誘導的性格を期待して協力的な態度をとっていた AFL•CIO は，

政策の強制的性格が明らかになった64年4月公式に反対の立場をとった。乙う

して64年頃から賃金ガイド・ポストは実際にやぶられはじめ，また政府自体も
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航空産業の賃上げではガイド・ポストを上回る調停案を出すなどして，所得政

策の実効性は失なわれ， 67年には指標の提示が停止され，誘導・説得のみが続

けられる事態となった。しかし物価騰貴は持続していた。

69年1月「新自由主義」を唱えて登場したニクソン大統領は，かかるガイド

・ポスト政策などの賃金・物価に対する統制政策は採用せず，物価騰貴の原因

を「前政権の放慢な財政金融政策」に求め， もっぱら金融引締め政策によって

物価騰貴抑制をはかった。しかしながら現実には，経済成長は低下，鉱工業生

産は縮少再生産，失業率は悪化，そして消費者物価，卸売物価は大幅な上昇を

記録し，本格的なスタグフレーション現象が生じた。

71年になっても景気が回復しないうちに，ニクソン大統領が景気崩壊阻止策

としてお乙なった連続的公定歩合の引下げが引金となってドル危機が一段と深

化した。今やニクソン政権は，ケネディ政権段階よりも一段と深化した危機の

もとで，国家独占資本主義的な起死回生策を打出さねばならなかった。

乙うしてニクソン政権の初期の対インフレ政策は破綻し，インフレに対する

見解も「インフレの原因は前政権の放慢な財政金融政策にある」から「インフ

レの原因は生産性を上回る賃上げとそれの製品への転化にある」に変佑してい

った。すなわちこれは需要超過による「デイマンド・プル・インフレ論」から

「コスト・プッシュ・インフレ論」への転換をあらわしたものである。

71年8月15日，ニクソン大統領は突如国家非常事態宣言のもとに8項目にわ

たる新経済政策を発表した。乙の新経済政策の内容は，国際収支の改善として

のドルと金の交換停止， ドノレの切下げ，輸入課徴金の設定，景気停滞と失業に

対しての財政金融面からの景気刺激策，物価安定策としての90日間の賃金・物

価凍結というものであった。ニクソン政権は新経済政策の中マ所得政策を明確

に打出してきた。乙の政策は周年の11月まで続き，この期聞を所得政策の第1

段階と位置づけた。この間物価指数は安定し世論の支持率は高かった。

71年11月ニクソン大統領は賃金・物価の凍結を解除し，賃金，配当，家賃に

対して法的強制を伴うガイド・ライン方式を採用した。賃金は5.5%以下への

抑制を法的に強制されたが，利潤規制は経済活動を衰徴させないためにゆるや
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かにされた。また大企業に対しては製品の価格引上げに対する事前届出の義務

が課された。以上が所得政策の第2段階（71年11月～73年1月）である。

72年の消費者物価上昇率は3.4%で先進国中最低となり，失業率も低下し，

実質経済成長率は71年2.7 %, 72年6.4%と高い水準に達したので，この聞の

所得政策はかなりの効果をあげた。しかし，このような法的強制による所得政

策に対しては，労働者，労働組合の反対は強く，ガイド・ラインを大幅に上回

る賃上げ要求が出されて所得政策はゆらぎはじめた。とくに71年7月にはじま

る136日間のILWUによる港湾ストライキは所得政策に大きな打撃を与えた。

乙れに対してニクソン政権は法律的攻撃を加えて対抗したが，そのために4名

の労働代表がこれに抗議して第2段階の統制機構としての給与委員会から脱退

し，所得政策機構への労働組合の参加が停止され， もはや賃金抑制の法的強制

が不可能になった。乙の時点でニクソン大統領は，インフレが下火になったと

判断して，これまでの法的規制を自主的規制におきかえた。これが所得政策の

第3段階（73年2月～73年6月）である。

しかし，第3段階移行後まもなく物価は再び上昇に転じた。 73年6月製品価

格の再凍結を決め， 7月に第2段階とほぼ同じ内容の第4段階（73年7月～74

年4月）に入った。だが第4段階移行後まもなく価格凍結を解いたため物価は

急上昇を続けた。 73年秋強力な引締め政策をとったにもかかわらず，石油危機

の影響もあって， 74年2～4月の卸売物価の上昇率は25.4%, 消費者物価の

上昇率は13.3%となり， 2年8ヵ月に及ぶ所得政策は世論の支持を失い終結

した。

74年5月以降， 71年8月15日以前の「新自由主義」の経済に戻った。これは

大統領に物価・賃金凍結の権限を与えた「経済安定法」が期限切れとなったた

めであって，所得政策がその目的を達したために終止符をうったものではなか

った。

74年5月以降も物価は安定せず， 8月に成立したフォード政権にとっても，

賃金・物価対策はますます緊急のものとなっているので「賃金・物価安定委員

会」を発足させたが，ニクソン政権時代の所得政策実施で痛い自にあっている
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だけに，新経済計画の提示に際しては，強制的な所得政策はまだ導入せず，現

段階では国民の自主的規制に期待するという程度のものである。

（ニ） 「コスト・インフレ論」と所得政策

上述のとおりアメリカは，先進資本主義諸国と同様に，国際収支の悪化，通

貨危機，失業の増大等の難聞に直面して，乙の解決策としてケインジアン・ポ

リシーを採用した。しかし，それにもかかわらず経済情勢は好転せず，逆に総

需要が鎮静し，景気が後退しているのに物価がさがらないという新らしい型の

インフレが生じた。そして乙の新らしい型のインフレは，コスト・プッシュと

くに賃金コスト・プッシュが原因で起きているという結論が出された。つまり

労働市場における労働力需要の逼迫化にもとづく労働組合の強力な交渉力によ

る実質労働生産性の上昇率を上回る賃上げの獲得と，その結果生じた賃金コス

ト・アップ分の寡占体制下における管理価格機構を通じて製品価格に転化する

乙とに，すなわち賃金コスト・プッシュ・インフレに新らしい型のインフレの

原因を求めた。物価がこのようにコスト・プッシュ的性格をもっているとすれ

ば，寡占企業と労働組合の価格・賃金決定行動を抑制するための有効な方法が

必要とされた。これが所得政策に関する考え方の出発点である。

しかしながら体制間競争，体制内競争においては，成長あるいは完全雇用を

達成していく必要があるので，企業の行動はあまり規制できない。したがって

成長あるいは完全雇用と国際収支の改善あるいは国際競争力の強化を両立させ

るためには，蓄積に向けられる企業利潤をはじめとする諸所得は規制できず，

賃金所得のみを規制して物価安定をはかる必要がでてくる。つまり価格安定方

式のなかに賃金所得を政策変数としてとらえる必要性がでてくる。乙の賃金所

得の変動を規制する基準は， 「賃金コスト・インフレ論」にもとづく「生産性

基準原理」によって決定される。

次に所得政策の依拠する理論をみていく乙とにする。

この理論によれば，商品の価格は生産費で決まる2）。生産費を構成する費用

（コスト）要素は，減価償却費，賃金コスト，適正の率の利潤などであるが，
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このうちで最も重要な費用要素は賃金コストである。単位生産物当りの得金コ

ストは，賃金総額を生産量で除するとえられるが，これを指数の形であらわす

と，賃金コスト指数＝賃金総額指数÷生産指数，となる。さらに，賃金総額指

数と生産指数を投入労働時間指数で除して整理すると次のようになる。

賃金コスト指数＝ 賃錦繍指数一÷一生一重_ffi_整一＝ 賃金率指数
投入労働時間指数投入労働時間指数 労働生産性指数

この式からわかることは，賃金コストは，賃金（賃金率）と労働生産性によ

って決まるということである。たとえば，労働生産性が一定で賃金が2倍にな

れば賃金コストは2倍になり，賃金が一定で労働生産性が2倍になれば賃金コ

ストは2分の1になる。要するに，賃金上昇率が生産性上昇率を上回ると賃金

コストはあがるということである。賃金コストの上昇は生産費を押し上げ，価

格を押し上げる。したがって，多くの商品の賃金コストの上昇は，物価の上昇

をもたらすことになる。物価の上昇は実質賃金の上昇を抑制する乙とになるか

ら，労働者側では乙れに対抗して賃金を引上げようとする。賃上げは賃金コス

トを引上げ物価を一層騰貴させる。乙こに賃金と物価は悪循環し，その主導者

は賃金の引上げであるという論理が主張されるに至る。だからこのような賃金

と物価の悪循環を断ち切り物価を安定させるためには，賃金コストの上昇を抑

制せねばならぬ。そのためには，賃金上昇率を労働生産性上昇率の範囲内にと

どめる必要があるめ。

以上は企業レベルでの「生産性基準原理」の採用の過程である。しかし「生

産性基準原理Jは，コストとしての賃金切下げをはかることを本来的目的とす

る賃金政策であるため，労働者側からの攻撃を受ける。また，それは企業レベ

ノレでの導入なので各企業により生産性に差が出て「基準」が異なってくる。し

たがって企業レベルでの「生産性基準原理」は行詰まる。この行詰りを打開す

るために国民経済視点より， 「コスト・インフレ論」をより具体化したものと

して「生産性格差インフレ論」が登場してくる。

それによると，賃金コストは，労働生産性上昇率の高い産業部門において

は，その労働生産性の上昇率にみあって賃金が引上げられるのであればあがら
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ない。しかし，労働生産性上昇率の高い産業部門での賃上げは，労働生産性上

昇率の低い産業部門の賃金上昇を惹起し，その産業部門の賃金コストを引上げ

る。そのために労働生産性の低い産業部門の製品価格は引上げられる乙とにな

る。したがって，物価安定のためには，労働生産性上昇率の高い産業部門は自

産業部門の労働生産性上昇率をガイド・ポストとして賃金を引上げてはならな

い。賃金の引上げは，全産業の労働生産性の平均上昇率をガイド・ポストとし

て，その範囲内に抑えなければならない。

以上が所得政策の依拠する「賃金コスト・インフレ論」である。

乙の理論から明らかになることは，所得政策の提唱者は，賃金があがっても

利潤をへらして物価安定を達成せよと言っているのではなくて，あくまで利潤

率の固定あるいは引上げを前提にして，賃金上昇率が労働生産性上昇率をこえ

ると賃金コストがあがる，だから賃金の引上げを抑制せよといっているのであ

る。要するに，所得政策とは賃金上昇率を労働生産性上昇率の範囲内に抑制す

る政策＝賃金統制政策ということができる。

この所得政策の依拠する理論は，以前に明言された次の見解と密接な関連を

もってくる。

「労働者の賃金要求が，資本に剰余価値の容立の余地を残さないまでに上昇

する可能性は，権力賃金説に立脚する限り，理論的には十分ありう’るわけであ

る。しかしながら，かかる事態の発生は，資本の生産逃避，工場閉鎖，階級協

調の破綻，経済民主主義の崩壊を意味する。かかる事態の発生を予防し，経済

民主化の政策を推進するととは，無条件に必要で、ある。それがためには，賃金

が剰余価値の聖域に侵入し，利潤の神聖を官潰する乙とのないように，利潤の

防衛線＝賃金の最高限界を理論的に画しておかねばならない。そしてこの限界

を画するととは，「賃金は，労働の生産性の発展を妨害してはならない』と主張

する生産力賃金説の採用をまってはじめて可能である。」4)

要するに，所得政策とは， 経済的視点よりみれば， 「賃金は，労働の生産性

の発展を妨げてはならない」という生産力賃金説の国家独占資本主義版にほか

ならないという乙とである。
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（三） 国際収支と所得政策

この節では，上述の二番目の「賃金の引上げは輸出品の価格を上昇させ，競

争力をよわめ，国際収支の困難をひきおこす」という論理を検討していくこと

にする。

次に掲げる表Iは，アメリカの国際収支の主要項目の変動をみたものである。

表 I アメリカの国際収支の主要項目

~品「~~~l:;:j
投よとン：I ::::~ I 

1967 

（十）39

(+)45 

1968 

（廿 6

（十）48

1969 

什） 6 

肘44

（単位：億ドル）

事日｜ :=:!~ I I;:~ I :=;!~ I :~:~ I :=::: I :~:~ 

行沢健三『日本貿易のゆくえ』 37ページより引用

アメリカの国際収支は慢性的に赤字を続けているが，その原因は海外軍事支

出，政府経済援助，軍事援助，民間海外投資である。これらは買上げとは何ら

関係をもたない項目なので，国際収支の赤字原因を賃上げに求めることはでき

ない。

次に貿易収支の項目をみると， 1970年を例外として徐々に縮少し， 1971年に

は赤字に転落し，国際収支の赤字を深刻化させた。これは輸出品の価格競争力

の低下を示すものである。しかし，このような輸出品の価格競争力の低下を賃

金の引上げに求めることは果して正しいととだろうか。

いま，賃金コストの動向をみてみると表Hのようになる。

この表からわかることは，賃金コストの上昇率は日本よりもアメリカの万が

低い。それにもかかわらず日本の価格競争力は強く，貿易収支は黒字を続けて

いる。したがってアメリカの貿易収支の縮少あるいは赤字の原因を，賃金引上
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表 E 日・米・西独の賃金コストの動向 (1960=100) 

11蜘 f1960 119回川9641附 1196711968 I附［ 1970 [ 1971い972
1竺」竺J100 I 106 ［出~~ll恒三山一白剤竺
~と出~＿＿＿：止 941 951 99~1111 山｜山

旦豆一い山恒~也記＿＿！：：~＿竺［竺己引竺
中央大学経済研究所編『戦後の日本経済』 204ページより引用

げによる輸出価格の上昇に帰することは正しくない。ではこのようなアメリカ

の貿易収支の縮少あるいは赤字の原因は何か。

価格競争力に影響を与える要因は，基本的には労働生産性と賃金コストであ

る。アメリカの場合，賃金コストの上昇は，日本，西ドイツにくらべて低いの

で価格競争力にとっては有利である。

次に労働主産性をみてみると表Eのとおりである。

表 E 労働生産性の年平均成長率

l日 本｜アメリカ
1951～55 I 13. 56% I 2. 86% 
1956～60 I 4. 76% I 2. 62% 
1961～65 I 6. 38% I 4. 26% 
1966～70 I 14. 16% I L 36% 

行沢健三『日本貿易のゆくえ』 53ページより引用

この表からあきらかになるととは，日本とアメリカの労働生産性成長率の格

差は非常に大きいということである。したがって，アメリカは伺格競争力にお

いて，賃金コストの商においては有利であるが，労働生産性の面においては著

しく不利である。

乙のように，貿易収支の不均衡の原因は，「基本的には労働生産性発展のテ

ンポの差にあるので，貿易収支の不均衡是正のためには， もっともオーソドッ

クスにはアメリカが生産性の発展のテンポをとり戻すことである。」 しかし，

「それができない聞は，レートの調整か賃金の調整によって相対的能率の変化

に対応して賃金水準を調整することであり，さらにそれが不十分だとすれば，
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直接統制によって，つまり黒字国の輸出規制および赤字国の輸入規制によって

均衡化をはかることになる。」5)

乙のように，労働生産性の発展テンポをとり戻す乙となく，レートの調整，

賃金の調整，貿易の直接統制による貿易収支の均衡化方式は， 1971年8月15日

に発表されたニクソン政権の新経済政策の内容であった。

4. 我国の所得政策

わが国の場合，アメリカと違って，賃上げ→輸出価格の上昇→国際競争力の

弱化→国際収支の悪化の問題については，当面国際収支の黒字が続いている故

考える必要はない。そ乙で問題を賃上げ→物価騰貴に限定して考察していく乙

とにする。

1950年代後半までわが国の賃金上昇率は年平均5%程度であったが， 60年代

前半になると10%まで上昇した。かかる状況に対して資本からは賃金上昇への

危機感がさけばれるようになった。つまり，戦前，戦後を通じて一貫してきた

低賃金構造は， 1955年以降の強蓄積下において矛盾を露呈してきたという乙と

である。すなわち，現実の賃金水準は国家独占資本主義下の強蓄積による労働

力価値上昇と， 「完全雇用」的現象下の賃金闘争有利性の故に上昇傾向を示し

ていた。しかし，乙れが独占資本の高利潤獲得に敵対的なものである以上，賃

金上昇が強蓄積政策の本来の目的にとって障害であることは言うまでもない。

かくして強蓄積政策は，賃金上昇の客観的条件を形成し，従来の低賃金構造を

崩壊に導く契機となるおそれがでてきた。このため独占資本は，資本の蓄積に

伴なって生ずる矛盾を克服し，低賃金構造を維持・持続させるために低賃金政

策を登場させ，こ乙に低賃金体系を再編成しようとした。この低賃金政策＝賃

金抑圧政策は，わが国の場合1955年以降「労働力不足」現象を緩和するための

労働力政策いわば過剰人口創出政策であった。つまり「労働力不足」を緩和す

るための「労働力流動化」6）政策であった。しかし，かかる低賃金政策にもかか

わらず，賃金上昇は60年代後半以降加速化した。

他方， 60年代前半まで安定していた消費者物価は上昇をはじめたが，資本は
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「卸売物価が安定している限り『物価問題』は寄在しない」といって物価問題

に取組む姿勢を殆んどみせなかった。しかし， 60年代後半になると，卸売物価

の上昇は顕著になり，下方硬直的傾向を示しはじめた。乙とに至って資本は，

わが国の物価問題は「質的転換」をとげて「先進国型に近づきつつある」とし

て，にわかに物価問題を「わが国最大の経済問題」 7）として位置づけた。

乙の賃金と物価の動向を背景に，両者の関係についての議論がにわかに高ま

ってきた。

とのような情勢下， 67年3月政府は「経済社会発展計画」を閣議で決め，そ

の中で、物価安定を重点政策の一つの柱としてとりあげ， 「国民経済と物価との

関係において，賃金・所得・労働空産性をどう考えるか」を検討する必要があ

るとして，所得政策の本格的な研究を要請した。乙れがわが国における所得政

策の出発点である。首相の諮問機関である経済審議会はこれを受けてただちに

「物価・賃金・所得・生産性研究会」（通称熊谷委員会）を設置した。

熊谷委員会の報告書は69年9月に発表されたが，これはわが国の所得政策の

理論的整理をした最初のもので，これによりわが国での本格的な「所得政策議

論の土俵づくり」めがなされた。

報告書の中で，所得政策の目標を次のように述べている。

経済成長を高め，失業率を小さくすれば物価が上昇するという因果関係があ

り，両者は相容れない性格（トレード・オフ）をもっている。したがって，国民

が求めているのは「成長もしくは完全雇用と適度の物価安定の両立」である。

乙の目標を達成するには， トレード・オフ曲線を好ましい方向にシフトさせな

ければならない。その手段として「賃金所得や価格についてのガイド・ポスト

またはガイド・ラインを設ける」乙とをあげている。乙のように賃金と価格決

定の双方から，他の諸政策との協力で， トレード・オフ曲線をなるべく原点に

近い方向にシフトさせるのが所得政策であるとしている。しかし，わが国の現

状からみて直ちに「賃金所得や価格についてのガイド・ポストあるいはガイド

・ラインを設ける」所得政策の必要性は認めてはいない。それは，わが国にお

いては物価上昇の主たる原因が，「完全雇用」による賃金上昇にあり，アメリカ
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やイギリスの場合と違って，わが国ではこの「完全雇用」状態を緩和する乙と

によって賃金上昇を抑制できる現状にあるとの判断からと思われる。

以上の関係は次のように説明されている。

Ci) p=f Cw) f' Cw) >O 

Cii) w=F Cu) F' Cu) <O 
LIP 

（注） pは物価上昇率（一一）， wは名目賃金上昇率， uは失業率p 

Ci）の式においては，物価上昇率CP）は，名目賃金上昇率Cw）の関数である。

つまり名目賃金上昇率が増大するにつれて物価上昇率が増大するということで

ある。

(ii）の式については，名目賃金上昇率Cw）は，失業率Cu）の負の関数であ

る。つまり失業率が減少するにつれて名目賃金上昇率が増大するということで

ある。そこで Ci）式と (ii）式をつないでみると，失業の減少→賃金上昇率の増

大→物価上昇率の増大ということになり，結局，失業率の減少→物価上昇率の

増大ということになる 9）。

かかる理解のしかたは，熊谷報告と70年代の労働力問題を見通したうえで，

従来の労働力政策を集大成したともいえる経済審議会労働力研究委員会『労働

力需給の展望と政策の方向』 C69年12月） にもとづいて作成された「新経済社

会発展計画」においてもみられる。

同様の乙とは， 70年7日発表の労働省『70年代の展望』と題する報告書でも

述べられている。この『展望』によると， 70年代の労働問題のポイントとして

次の点が指摘されている。

(1) 70年代には労働力不足がますます激化し，とくに後半になると強力かっ

適切な労働力政策の実施なしには，労働力の不足が経済成長を妨害する要因に

なる可能性がきわめて大きい。

(2) 乙うした労働力不足の激化は，これまで以上に賃金上昇を激しくし，コ

スト・インフレ的様相を強める。そうなれば，本格的インフレを招く乙とにな

り，経済全体が危機に陥いる乙とが予想される。
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こうした理解のもとに，物価を安定させるには賃金の上昇を抑制しなければ

ならないという結論が引き出された。そして賃金の上昇抑制のためには，失業

率の増加策，つまり相対的過剰人口創出策＝労働力流動化政策がとられねばな

らなくなった。

すなわち，政府は「賃金所得や価格についてのガイド・ポストあるいはガイ

ド・ラインを設け」て直接的に賃金所得や価格を規制して物価上昇を抑制する

という方法をとらず，積極的労働市場政策によって労働力不足を緩和し，賃金

所得の上昇を抑制して，間接的に物価上昇を抑制しようとした。

しかしながら，かかる積極的労働市場政策にもかかわらず，73年から74年にか

けて「狂乱物価」といわれる程に物価は異常な騰貴を示した。とこに失業率の

減少→賃上げ率の減少→物価安定という考え方は有効性を失なってしまった。

しかし，物価安定は，是非とも達成されねばならぬ最重要課題である。

そこで，政府・資本は，本来インフレ，強蓄積政策によって引起乙される異

常な物価騰貴を逆手にとるかたちで，「賃金コスト・インフレ論」に依拠して，

賃上げ率の抑制→物価安定という狭義の所得政策の本格的導入の意図をあらわ

にしてきた。

5. 各国に共通する実施法

所得政策は，ど乙の国においても，政府・資本の側から国際収支，国際競

争力，物価，社会情勢等その国の条件に応じて，乙の政策を行なう必要がある

という警告あるいは訴えから出発している。

例えば，アメリカではトノレーマン大統領は，戦争政策の負担やインフレ政策

の負担を労働者に転嫁するために物価安定を訴え，そのためには賃金・物価を

統制する必要があるとの警告を発した。

イギリスでは， 1948年物価上昇と国際収支の悪化，ポンド危機のもとで，労

働党政府は白書によって，生産性上昇率以内への賃上げ抑制を訴えた。

OECDは， 1962年報告書『物価安定の諸政策』をだし，その中で所得政策の

必要性を訴え，各国の努力を要請した。
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わが国では， 1960年頃からの賃金と物価の上昇という情勢のもとで， 1967年

3月政府は「経済社会発展計画」を閣議で決め，その中で物価安定を重点政策

の一つの柱としてとりあげ，「国民経済と物価との関係において，賃金・所得・

労働生産性をどう考えるべきか」について検討する必要があるとして，所得政

策の本格的な研究を要請した。

このように，所得政策導入に関しては，政府・資本は「物価安定のためJ,

「完全雇用のためJ,「国際収支の改善のため」， 「国際競争力の強化のため」，

国民的利益のため」等々という大義名分を掲げ，乙れらを達成するために，本

来関連のない所得（賃金）・物価・庄産性の関連づけを行なう。 そして， この

大義名分論と所得（賃金）・物価・生産性の関連づけでもって， 所得政策への

国民的合意を獲得しようとする。

熊谷報告によると，所得政策の実施法に関しては，次の様に述べられている。

第1に，まず政府，労働団体，国民各層のコンセンサスをとりつける必要が

ある。

第2~乙，所得政策の基準作成には科学性と中立性が必要で、あり，そのための

機構の設立が必要である。

第3に，所得政策は単純な直接統制とは違い，当事者の自主性が尊重されね

ばならない。

第4~乙，所得政策は決して賃金だけを抑制するのではなく，複数の所得を対

象とするインカムズ・ポリシーであり負担の公平が保障されねばならない。

乙のように，政府・資本はまず最初に所得政策の実施の必要性についての警

告と訴えを行ない，所得政策の導入を容易にする地ならしを行なう。

次に，乙の抽象的な所得政策論を具体的に推進するために，「委員会」，「審議

会」，「懇談会」などと呼ばれる委員会や機関がつくられる。たとえば，イギリ

スにおける「コーエン委員会J，アメリカにおける「キーフオーバー委員会」，

わが国における「熊谷委員会」，「馬場委員会」，「隅谷委員会」等々である。

これらの委員会，審議会等は通常政府，労働者，使用者，中立代表で構成さ

れるが，労働組合等の反対により政府代表のみあるいは中立代表のみという場
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合もある。この場合，労働側の協力が得られないため所得政策の実施に関して

は法的強制を伴うことになる。

かかる委員会，機関は，労働側の反応を考慮しながら調査，報告，勧告ある

いは賃上げ基準の作成，要請というように所得政策の理論的思想的基礎を準備

する任務をおびている。

イギリスb「コーエン委員会」は，物価・所得の問題について調査報告を行

なって，物価上昇の原因をデイマンド・フ。Jレ・インフレからコスト・プッシュ

・インフレに傾向させ，同様にアメリカの「キーフオーバー委員会」も新らし

い型のインフレの調査研究を行ない，新らしい型のインフレの原因を，労働力

需給の逼迫化にもとづく労働組合の強力な交渉力による実質労働生産性の上昇

を上回る賃上げにつまり賃金コスト・プッシュ・インフレに求め，世論に対し

で所得政策導入の理論的思想的基礎を準備した。

このように，所得政策は，一方では物価騰貴の真の原因をおおいかくし，そ

の責任を労働者の賃上げに転嫁し，資本の利潤追求が容易に行なえるように，

「物価安定のためJ，「国民的利益のため」等々の大義名分を掲げて賃上げ自粛

に労働者をして協力させるための思想的キャンペーンという乙とができる。

そして，この思想的キャンペーンを推進するために，上述の委員会，機関は

「偏らない公平」な分析と「正しい」方針の提示を行ない，行なっているとの

印象を国民に植付けることが第一に考慮される。そのためには，労働組合，中

立代表のこの委員会，機関への「同意Jと「参加」が重視される。

こうして，政府・資本は，同ーの土俵に労働組合を立たせ，賃金交渉を団体

交渉の場から乙の土俵に移し，労働組合にここで決定された所得政策の方針の

実施に責任をもたせる。そして，政府・資本は，労働組合全体を資本主義の一

機構としてその中に組込み，政府・資本の許容する範囲内に賃上げを押し込め

ようとする。

所得政策は，他方では，このような範囲＝基準によって，賃金上昇の上限を

あらかじめ決めつまり生産性賃金を手段として，労働組合から賃金闘争という

労動働組合運の最も主要な任務を放棄させ，労働組合の土台をっきくずして，
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労・使関係の企業内協調をはかり，それを軸として総体としての資本主義にお

ける産業平和を達成して行こうとする任務もおびている。

おわりに

三の同で検討したように「所得政策の理論」は， 「コスト・インフレ」論に

依拠して構築されたものである。この「コスト・インフレ論」は，既にマルク

スの『賃金・価格および利潤』の中で批判され克服されている「理論」をやき

なおしたものにすぎない。したがって，「コスト・インフレ論」は，理論的根拠

をもちあわせていない「虚構の理論」mという乙とができるであろう。

しかしながら，既に克服されているこの「理論」を，理論的根拠をもちあわ

せていない虚構だとして捨て去らないで，再び登場させざるを得ないと乙ろに

この「理論」の現在的意義が存在する。

所得政策という新らしい政策手段が登場してくるまでは，資本主義国家の経

済政策は，ケインズ理論によって遂行されていた。このケインズ的政策は有効

需要増大政策であるが，有効需要を増大する過程で，賃金率の上昇分を価格の

上昇によって消費者に転嫁して利潤を維持する政策であった。しかし，ケイン

ズ的政策は，国際的問題すなわち物価騰貴による国際収支，国際競争力等の問

題となると大きな避にぶつかって行き詰まってしまう。つまり，経済政策の目

標として成長あるいは完全雇用の維持という目標のほかに，国際収支の改善，

あるいは国際競争力の強佑という目標が加わったために，以前の政策だけでは

有効な解決策が生まれてこなくなる。乙乙に，賃金規制を媒介として「経済成

長，完全雇用，国際収支の安定と適度の物価安定の両立」を達成する新らしい

政策手段ιしての所得政策が，既存の経済政策を補完するかたちで，既に克服
されている「コスト・インワレ論」に依拠しながら，やむを得ず登場してきた

のである。

この賃金規制を対象とした所得政策は，労働者階級の反対を受けると同時に

「労働力商品の売買を全面的に統制する」川ことになり，「資本主義の根幹それ

自体が自己否定されることになり，そのような労働力統制は資本主義にとって
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は異常事態となるJl2）ので一時的採用を除いては失敗に終る。また，「所得政策

は，その直接的な効果は賃上げ抑制であるにしても，それが敵対的な抑圧だけ

ではなく，国民経済という共通のワク組のなかに，労働組合勢力に協調的に参

加を求めることによって，労働力の商品交換の論理を保持しつつ，国民諸階層

の危機打開の方策への『統合』を達成しようという目的をもつことになる。一

時的な賃金凍結策の場合は別として，所得政策では，一般にガイド・ラインの

設定などにあたって，労働組合側のなんらかのかたちでの『参加」がはかられ

るのは，このためにほかならない。」川しかし，政策への労働組合の本格的参加

は，資本家の決定権を否定しないとしても，資本主義の根幹それ自体を否定す

ることになる。このように，所得政策は，賃金規制を表面化させて労働者階級

の反対を受けるか，それとも労働組合の合意をうるためにあえて資本主義の根

幹の自己否定を認めるかという「二つの道の岐路」叫にたっている。「後の道を

とる乙とは『所得政策』の動機そのものを否定してしまうことになり，それは

決定的ジレンマ」 1s)I乙陥いる乙とになる。

したがって，賃金規制を達成し， かかるジレンマを解決していくために，

「制度や政府の介入ではなくて，インフォーマノレな，労働組合の『自粛』を通

じて，所得政策効果を発揮しようとする構想」16）がでてくる。この構想の中に，

最近議論になっている「日本型」所得政策の特質をみる乙とができる。

（注）

1）新田俊三氏は「企業と労働組合の双方を含めての市場支配力」と「労働力不足

からくる賃金上昇」への対抗措置という観点から，アメリカ型所得政策と西欧型

所得政策に大別されている。 （「所得政策の背景と日本的特質」 『国家独占資本

主義と合理化』所収）

また，労働省『諸外国の賃金事情』は，各国の所得政策を，①「ガイダンスに

よる説得を中心とする型」， ②「ガイダンスを実効あらしめるため多角的な措置

をとる型」， ③「全国的な賃金決定に政府の意向が強く反映されている型」の三

つに大別している。

2）いわゆる価値構成説＝生産費説である。

3）大間知啓輔『日本の物価問題』ミネルヴァ書房， 5～7頁。
4）吉村励「賃金理論の一考察」『経済学雑誌』 18巻6号。

5）行沢健三『日本貿易のゆくえ』日経新書， 60頁。
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6）経済企図庁『中期経済計画』参照。

7）日経連『賃金白書』 1968,69年版。

8）日本生産性本部『福祉極大化と物価安定』 11頁。

9）熊谷委員会報告中の「所得政策の理論」は，（ i ）式の価格視点と（ii）式の完全

雇用論あるいは成長論視点を，賃金を媒介にうまくつなぎあわせて構築されたも

のである。

10）相沢与一「現代国家独占資本主義の物価危機と所得政策」『経済J] No.124, 

133頁。

11) 12) 13) 16）高木郁郎「制安定装置としての所得政策」『エコノミスト』’75.

2 .17号。

14) 15）尾上久雄「所得政策は論理的ジレンマに陥いった」『エコノミスト』’75.

2 .17号。
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